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社会事業法人（案）  
～社会事業の担い手を増やし  

新しい公共を実現する～

「新しい公共」円卓会議作業チーム

CO879542
新規スタンプ



2

社会的企業の必要性
• 世界一の借金国日本は、もはや政府によって全ての社会的課

 題は解決できない

• ゆえに「小さな政府・大きな公共」へ

• ではこれまで政府がしてきたソーシャルサービス（介護・福祉・
 保育・まちづくり等など）は誰が行うのか？

• 通常の企業は市場性がないことはできない。社会福祉法人な
 ど既存の福祉団体は補助金漬け、行政の下請け化し、独自の
 事業を展開できない

• そこでＮＰＯ/社会性の強い企業（企業）が、これまでの枠組み
 にない新しい解決策を提示し、ソーシャルビジネスを担うことを
 求められている

– 社会的企業事例：いろどり・ビッグイシュー・スワンベーカリー

小さな政府になりゆく中、社会的課題解決の担い手
 としての社会的企業 2
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しかし担い手は少ない

• NPOは約4万あるが3000万円以上の事業規模を持
 つNPOは僅か15％

• イギリスが55,000法人、市場規模として5.7兆円、雇
 用者数が77.5万人あるのに比べ、日本ではわずか
 8,000法人、市場規模として2,400億円、雇用者数3.2
 万人。

• GDPがイギリスの2倍弱ある日本ではもっと大きな
 市場規模が見込める

潜在力があるにも関わらず担い手がすくな
 い！
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社会事業法人の設立へ

• 社会的企業が活躍するために動きやすい法人格を創り、担い
 手の数を増やす

– NPO法人格ができたことで、４万もの法人が設立

– 法人格が認知を広げるメッセージとなり、社会起業を促す

• 韓国では既に「社会的企業育成法」に基づく社会的企業認証が
 あり、イギリスではＣＩＣ（コミュニティ利益会社）、アメリカでは

 L3C（Low-profit Limited Liability Company）が存在する

社会事業法人を設立し、社会的企業の起業、
 参入を促す
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行政下請けから「新しい公共」へ
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社会事業法人の制度内容（案）
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社会事業法人になるための
 条件（駒崎私案）
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法人格の運営方法
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今後のステップ（叩き台）

円卓会議の具体的
 な成果に！
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プレゼンテーションはここまで。
後は補足資料です。

プレゼンテーションはここまで。
後は補足資料です。
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法人格の乗り換えステップ
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組織体制案

経済産業省経済産業省

社会事業
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新しい公共
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社会事
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 業法人社会事

 業法人

認定・調査・解散

振興策立案
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法人比較表
英国CIC

 （Community 

 Interest Company）

米国L3C(Low‐

 profit Limited 

 Liability 

 Company)

社会的企業

 法人（韓国）
社会事業法人

株式 発行可能（配当制限あ

 り）
発行可能（配当制限

 なし）
認証のため法

 人格による
発行可能（ただし非

 配当）

投資家メ

 リット
配当 配当 なし 税額控除

寄付控除 なし なし あり なし

法人税 優遇なし 優遇なし 優遇あり 優遇なし。ただし中小

 企業優遇税制を受け

 ることができる

認証方法 独立機関 州政府 第三者委員 独立機関

その他恩

 恵
なし ・パススルー課税

・財団助成が受けら

 れる

人件費補助 ・みなし寄付
・助成金が受けられ

 る

残余財産

 分配請求

 権者

株主
http://www.berr.gov.u

 k/files/file14631.pdf

株主 法人格による 持分保持者に持分限

 度額まで返還され、

 それ以上は国等に帰

 属
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社会事業法人になるメリット
 

（既存ＮＰＯ／企業の参入メリット）
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Ｑ＆Ａ

• なぜ公益法人ではいけないのか？
– 利益相償の原則が経営を縛るため

• 公益法人は原則として利益を出せない（公益法人認定法5
 条6号及び14条）

• 特定費用準備金の名目で積み立てられるが、用途を制限

 される

• 経営環境変化の激しい時代に手元のリソースを縛ることは

 そぐわない

– 企業からの転換が難しいため
• 公益法人は株式を持てない

• 企業から転換する時に株式を解散するのは大きなハードル

• 企業も公益の担い手と認識を改め、一定の条件を付しなが

 らも門戸を広げる必要がある
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• なぜ一般社団ではいけないのか？

– 拠出金（一種の借入）はできるが、株式（持分）が
 持てない＝株式会社からの参入を促せない

– 議決権の柔軟なコントロールができない

• 一社員一票の議決権となると、社員数が多くなるほど
 経営がしづらくなる

• 持分に応じた意思決定等、企業的なガバナンスができ
 ない

– 財団・企業助成の対象先ではない

– 公益法人の事業仕分け等があり、政治的に不安
 定な領域

– 社会的企業の受け皿としてのイメージが弱い


